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` Time-limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 4 : 00 P.M. 5

September 2014 (tenders brought with 4 : 00

P.M. 5 September 2014 or submitted by

mail 4 : 00 P.M. 5 September 2014)

a Contact point for tender documentation :

Contract Division, Tohoku Regional Devel-

opment Bureau, Ministry of Land, Inf-

rastructure, Transport and Tourism, 9`15

Futsuka-machi Aoba-ku, Sendai-shi, Miya-

gi-ken, 980`8602 Japan TEL 022`225`

2171 ex. 2526

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年７月 15日
契約責任者 中日本高速道路株式会社

名古屋支社長 太田 睦男
◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 23

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 東海北陸自動車道 切立橋他１橋
（ＰＣ上部工）工事 （電子入札（郵送入札）
対象案件）

^ 工事場所 自）岐阜県郡上市高鷲町鮎立
至）岐阜県郡上市高鷲町鮎立

_ 工事内容 本工事は、東海北陸自動車道に
おける切立橋及び恵里美橋のＰＣ上部工工事
である。

` 工事概算数量
切立橋 ＰＲＣ３ 径間連続ラーメン箱桁
橋＋ＰＲＣ３ 径間連続２ 主版桁橋
橋長294ｍ 最大支間長95ｍ 幅員9•475

ｍ 片持ち張出架設＋固定支保工架設工
法
恵里美橋 ＰＲＣ２ 径間連続ラーメン箱
桁橋 橋長171ｍ 最大支間長87ｍ
幅員9•125ｍ 片持ち張出架設工法

a 工期 契約締結の翌日から1¶080日間
b 使用する資機材
コンクリート 約4¶900‚

鉄筋 約890ｔ
c 本工事は、すべての入札参加者から単価表
の提出を求める工事である。

d 本工事は、総合評価技術提案資料を求め、
価格と価格以外との要素を総合的に評価して
落札者を決定する総合評価落札方式の適用工
事及び契約締結後に施工方法等の提案を受け
付ける契約後ＶＥ方式の試行工事である。
技術提案にあっては、施工方法及び仮設備
計画に関する変更提案は可能とするが、工事
目的物の変更を伴う提案やプレキャスト製品
の採用など契約単価項目で支払うことが出来
ない変更提案は不採用とする

e 本工事は、入札後に落札予定者と弊社とが、
より合理的な施工方法や資材調達方法等に係
る技術的な協議（以下「技術提案協議」とい
う。）を実施し、技術提案協議に基づく価格で
契約することが出来る技術提案協議方式の適
用工事である。ただし、入札額が低入札価格
調査制度の重点調査価格を下回った場合は、
技術提案協議は実施しない。

Ĉ 本工事は、資料の提出・入札を電子入札シ
ステム又は郵送で行う対象工事であり、当社
ホームページに掲載の電子入札（郵送入札）
運用マニュアルを適用する。なお、電子入札
によりがたいものは、電子入札（郵送入札）

運用マニュアルに基づき、契約責任者に紙入
札方式参加届出書（様式１）を提出して郵送
による紙入札方式によることができる。

D̂ 本工事の契約の締結は電子契約による。た
だし、外国の企業で日本国内における商業登
記が未登記により電子証明書を取得できない
場合はこの限りではない。（詳細は入札（見積）
者に対する指示書を参照）

２ 競争参加資格 当該工事に係る競争に参加す
る者に必要な資格を有する者は、次に掲げる条
件をすべて満足し、かつ、名古屋支社長による
当該工事に係る競争参加資格確認の結果、資格
があると認められた者とする。
\ 「中日本高速道路株式会社契約規則」（中日
本高速道路株式会社規程第25号）第11条の規
定に該当しない者であること。

]{ 単体の場合
「平成25・26年度中日本高速道路株式会
社工事競争参加有資格者」のうち、当該資
格の認定の際に算定された経営事項評価点
数が1¶150点以上のＰＣ橋上部工工事を有
している者（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開
始の決定後、当社が別に定める手続に基づ
く工事競争参加資格の再認定を受けている
こと。再認定を受けたものにあっては、当
該再認定の際に、経営事項評価点数が
1¶150点以上（ＰＣ橋上部工工事）である
こと。以下同じ。）であること。

| 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合
「平成25・26年度中日本高速道路株式会
社工事競争参加有資格者」のうち、当該資
格の認定の際に算定された経営事項評価点
数が1¶150点以上のＰＣ橋上部工工事を有
している者の２者で構成された共同企業体
（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、
当社が別に定める手続に基づく工事競争参

加資格の再認定を受けていること。再認定
を受けたものにあっては、当該再認定の際
に、経営事項評価点数が1¶150点以上（Ｐ
Ｃ橋上部工工事）であること。以下同じ。）
であること。なお、経常建設共同企業体、
協業組合及び事業協同組合は、特定建設工
事共同企業体の構成員となれないものとす
る。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申し立てがなされている者
（上記２]の再認定を受けた者を除く）でな
いこと。又は、この条件を満たす２者で構成
された特定建設工事共同企業体。

_ 施工実績 平成11年度以降に元請けとして
しゅん功した次の工事の施工実績を有するこ
と。なお、提出できる施工実績は１件とする。
（特定建設工事共同企業体及び経常建設共同
企業体の構成員としての施工実績は、出資比
率が20％以上の場合のものに限る。乙型の特
定建設工事共同企業体としての実績は、協定
書の分担工事の実績のみ同種工事の実績とし
て認める。この場合、協定書の写しを技術評
価資料に併せて提出すること。）
{ 単体又は特定建設工事共同企業体（甲型）
を構成する場合の代表者
求める実績
・片持ち張出架設工法により架設した最
大支間長75ｍ以上あるＰＣ（ＰＲＣ）
連続箱桁橋の工事

| 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合の代表者以外
求める実績
・片持ち張出架設工法により架設したＰ
Ｃ（ＰＲＣ）連続箱桁橋の工事

` 配置予定の技術者等 次に掲げる基準を満
たす主任（監理）技術者を当該工事に専任で
配置できること。
なお、専任を要する期間は、工事現場が稼
働（準備工事を含む）している期間とする。
{ 主任（監理）技術者が、入札参加希望者
と直接的かつ恒常的な雇用関係にあるこ
と。
なお、恒常的雇用関係とは、技術資料提
出日以前に３ヶ月以上の雇用関係にあるこ
とをいう。

別表１ 本入札手続きに係る期間等
申請等の受付は、土曜日、日曜日及び祝日等
を除く、午前９時から午後６時（電子入札の場
合）。又は、午前９時15分から午後６時（紙入
札の場合（上記４\の担当部局の受付時間））と
する。ただし、申請期限等の最終日の受付時間
は、電子・紙入札ともに午後４時までとする。
{ 入札説明書の交付期間 公告の日から平成
26年９月５日午後４時まで

| 申請書等の提出期限 平成26年７月30日午
後４時まで

| Ð 見積書の提出期限 平成26年８月５日午後
４時まで

} 入札の締切 平成26年９月５日午後４時ま
で

~ 開札日時 平成26年９月12日午前10時30分
� 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
競争参加資格確認通知の翌日から入札締切
の日まで（利付国債の提供の場合は、平成26

年８月21日まで）
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